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平成２４年度 北陸地方整備局の予備費（第２弾）について 

 

 国土交通省は、平成24年度の「経済危機対応・地域活性化予備費」

を使用し、大規模災害に備えた防災・減災対策として、河川等の緊急

風水害・土砂災害対策及び道路・港湾の緊急老朽化対策並びに「日本

再生戦略」における施策の実現前倒しとして、通学路の緊急合同点検

結果に基づく緊急対策及び国際競争力強化や防災・減災等に資する社

会資本整備総合交付金に必要な経費を計上。 

 この内、北陸地方整備局関連では、河川堤防の緊急点検結果に基づ

く緊急対策などに約１０９億円が配分されました。 

 

≪予算規模（北陸地方整備局関係）≫ 

  予備費全体     約１０９億円 

直轄事業      約１２億円 

補助事業      約９７億円 

               

≪代表事例（直轄事業）≫ 

治水関係 

 ・神通
じんづう

川 河川堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策（富山県） 

 ・阿
あ

賀
が

川 河川堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策（福島県） 

 

道路関係 

 ・橋梁やトンネルなど道路構造物の緊急的に実施する老朽化対策 

 

港湾空港関係 

 ・敦賀
つ る が

港 鞠
まり

山
やま

南
みなみ

地区国際物流ターミナル整備事業の推進（福井県） 

 

 

※ 事業実施箇所については、国土交通省ＨＰ参照 

http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000350.html 
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所管事業別予算総括表 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【直　轄】 （単位：百万円）

区 分 当初 予備費（10/26） 予備費（11/30） 合計

治 水 54,902 3,876 390 59,168

海 岸 5,994 1,020 0 7,014

道 路 69,808 1,210 250 71,268

港 湾 11,806 630 520 12,956

空 港 424 0 0 424

都 市 水 環 境 整 備 2,030 0 0 2,030

国 営 公 園 等 1,300 0 0 1,300

官 庁 営 繕 263 0 0 263

合 計 146,527 6,736 1,160 154,423

【補　助】 （単位：百万円）

区 分 当初 予備費（10/26） 予備費（11/30） 合計

治 水 9,596 1,076 260 10,932

道 路 4,360 2,806 1,899 9,065

港 湾 2,155 201 0 2,356

空 港 201 0 0 201

市 街 地 整 備 2,058 0 0 2,058

都 市 水 環 境 整 備 0 0 0 0

下 水 道 0 0 0 0

国 営 公 園 等 0 0 0 0

社 会 資 本 総 合 整 備 180,914 0 7,609 188,523

合 計 199,284 4,083 9,768 213,135

　1.社会資本整備総合交付金の事業費は配分する国費をもとに推計したものである。
  2.計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。

 1.業務取扱費を除く
 2.計数はそれぞれ四捨五入しているため端数において合計とは一致しないものがある。
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